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社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会は、2018 年 9 月以降、2020 年度までの新築建築物に係

る段階的な省エネ基準への適合義務化に向けての対象拡大方針について検討していたが、2018年 12月 3

日の会合で、2019年 1月に予定される本テーマに係る社会資本整備審議会答申に向けた同審議会への報

告案として、現在は床面積 2000㎡以上の新設大規模非住宅建築物にのみ省エネ基準への適合が義務づけ

られているものを、床面積 300㎡以上 2000㎡未満の中規模非住宅建築物にまで拡大する一方、新設住宅

及び床面積 300 ㎡未満の新設小規模非住宅建築物への省エネ基準適合の義務化は見送ることとし、大規

模住宅・中規模住宅については、民間審査機関の評価を受けている場合、適合審査の手続を簡素化し、

所管行政庁の業務負担を軽減することで基準不適合物件等への対応の強化につなげること、小規模住

宅・小規模建築物については、建築主に対し省エネ基準適合の可否を建築士をして説明させる義務を課

する制度を創設し、建築主の行動変容を促すことが適当である等の考え方が示された。これらの内容を

盛り込んで、社会資本整備審議会から国土交通大臣に対して正式の答申がなされれば、1月下旬に召集さ

れる予定の次期通常国会に「建築物のエネルギー性能の向上に関する法律」の改正案が提出されること

になる。 

新設の中規模非住宅建築物について省エネ基準への義務化が必要な判断根拠として上記報告案が示し

ている内容は、図表２のとおりであり、また、適合義務制度の対象範囲の拡大と合わせて推進すべきと

された施策、省エネ基準の在り方及び消費者に対する情報発信に関する事項の概要は図表３のとおりで

ある。 

なお、今回、新設の中規模非住宅に省エネ基準の義務化を拡大することが提言された根拠となる主な

データである省エネ基準への建築物の種類別・規模別の適合率、新築件数割合、エネルギー消費量割合

の数値は割合以下のとおりであり、既に新設の中規模非住宅が省エネ基準への高い適合率実績を示す中

で、比較的少ない審査件数で、大きな効果を挙げ得るコストパフォーマンス構造にあると見込まれたた

めと考えられる。（図表１－１，１－２，１－３）。 

（図表１－１）2016 年度における省エネ基準への適合率（単位：％） 

 大規模 中規模 小規模 

住宅    60       57      60 

建築物（住宅以外）       98       91      69 

（注）国土交通省資料による。大規模：延べ面積２０００㎡以上、中規模：延べ面積３００㎡以上２０００㎡未満、

小規模：延べ面積３００㎡未満。以下図表１－２，１－３において同じ。 

 

（図表１－２）2017 年度における新築件数割合（単位：％） 

 大規模 中規模 小規模 合計 

住宅  0.3    4.6   84.0   88.9 

建築物（非住宅） 0.6   2.8    7.7   11.1 

合計   0.9    7.4   91.7  100 

（注）国土交通省資料による。 
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（図表１－３）2017 年度における新築住宅・建築物のエネルギー消費量割合（単位：％） 

 大規模 中規模 小規模 合計 

住宅    5.1    7.4   28.7   41.2 

建築物（非住宅）   36.3   15.9    6.6   58.8 

合計   41.4   23.3   35.8  100 

（注）建築着工統計、エネルギー・経済統計年報に基づき国土交通省が算定。 

 

 

（図表２）社会資本整備審議会建築分科会建築環境部会の報告案の基本的な考え方（抜粋） 
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（図表３）「今後の住宅・建築物の省エネルギー対策の在り方について」報告案概要 

 

 

 

（荒井 俊行） 


